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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第22期

会計期間

自平成20年
５月１日
至平成20年
７月31日

自平成19年
５月１日
至平成20年
４月30日

売上高（千円） 4,422,516 23,205,941

経常利益（千円） 121,457 758,512

四半期（当期）純利益（千円） 64,913 403,554

純資産額（千円） 2,748,501 2,746,821

総資産額（千円） 15,362,860 15,851,841

１株当たり純資産額（円） 4,344.01 4,341.35

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
102.60 635.44

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
102.51 634.32

自己資本比率（％） 17.9 17.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△196,444 △485,028

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△189,042 △2,300,948

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
93,366 3,058,765

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
652,519 944,639

従業員数（人） 337 368

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高に消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

　 平成20年７月31日現在

従業員数（人） 337 (70)

　（注）従業員数は就業人員（当社から当社グループ内への出向者含む）であり、臨時雇用者数(パートタイマー及び

　　　　契約社員を含み、派遣社員を除く。)は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

　　　　す。　

　

　

（２）提出会社の状況

　 平成20年７月31日現在

従業員数（人） 209 (18)

  （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマー及び契約社員を含み、派遣社員を除く。)は、当第１

　　　　四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

（１）仕入実績

　　当第１四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの状況
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月１日
　　至　平成20年７月31日）

移動体通信関連事業（千円） 3,367,371

不動産事業（千円） 59,091

リゾート事業（千円） 28,418

その他事業（フード事業）（千円） 2,962

合計（千円） 3,457,845

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）販売実績

　　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの状況
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月１日
　　至　平成20年７月31日）

移動体通信関連事業（千円） 3,794,351

不動産事業（千円） 160,175

リゾート事業 （千円） 457,779

その他事業（フード事業）（千円） 10,209

合計（千円） 4,422,516

　（注）１．当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月１日  
　　至　平成20年７月31日）  

金額（千円） 割合（％）

ソフトバンクモバイル

株式会社
1,221,243 27.6

ＫＤＤＩ株式会社 1,122,351 25.4

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　　（１）業績の状況

当第１四半期（平成20年５月１日から平成20年７月31日まで）におけるわが国経済は、サブプライムローン問題

に端を発した米国経済の減速や原油価格・素材価格の高騰に伴い、企業の設備投資や個人消費が減少し、景気の減速

感が強まりました。

　このような経済状況のもとで、当社グループは、移動体通信関連事業における販売基盤の整備・サービス向上、不動

産事業の市場動向に応じた多角化への深耕及びリゾート事業の拡大強化などに努めてまいりました。

　当第１四半期の経営成績は、売上高44億22百万円（前年同期比8.0％減）、営業利益１億27百万円（前年同期比

17.9％増）、経常利益１億21百万円（前年同期比2.5％増）、四半期純利益64百万円（前年同期比3.6％減）となりまし

た。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（移動体通信関連事業）

　携帯電話業界においては、携帯電話の加入件数が平成20年７月末現在で１億403万台に達し、そのうち第３世代携帯

電話端末の台数は9,175万台となっており、全体の88.2％を占めております。第３世代携帯電話への移行が進む一方、

割賦販売による買い替えサイクルの長期化等により、当第１四半期の携帯電話の純増数は105万台と前年同期比

23.0％減となりました（「電気通信事業者協会」より）。

　このような環境のなかで、当社グループは、顧客サービスの向上を行う為、社内研修を中心にさらには外部機関の研

修講師を招き、研修強化に取り組んでまいりましたが、市場の厳しい環境をカバーすることが出来ず、売上高は37億

94百万円（前年同期比13.7％減）となりました。

（不動産事業）

　米国のサブプライムローン問題に端を発した世界レベルでの信用圧縮に伴い、不動産取引の停滞や不動産市況の悪

化等の影響が発生し、不動産・建築会社等の経営破綻が相次ぐなど厳しい経営環境が続いております。このような状

況下にあって、当社グループにおきましては、不動産市況に左右されない最適な事業の構築を目指し取り組んでまい

りました。

　当第１四半期における売上高は１億60百万円（前年同期比55.0％増）となりました。

（リゾート事業）

　ゴルフ業界につきましては、これまで女子のみであった持続的なプロゴルフ人気が男子にも発生したことでゴルフ

への関心が高まり、ゴルフが親しみやすいスポーツとして捉えられるようになっております。

　このような経営環境の中、当社グループにおきましては当第１四半期から保有コースの５コースが期首より稼動し

たことによって事業基盤が拡大し、集客力が向上しました。

　今後においても、ゴルフ場の数を増やすことによって、スケールメリットを活用し、一括購買による仕入価格の低減

や当社グループの複数コースの優待などの運営により、さらなる事業基盤の拡大を目指します。

　当第１四半期における売上高は４億57百万円（前年同期比58.2％増）となりました。

（その他事業）

　その他事業としてフード事業を行っております。

　当第１四半期は、店舗体制が２店舗から１店舗に減少したことにより売上高は10百万円（前年同期比49.1％減）と

なりました。

　　（２）資産、負債及び資本の状況　

　当第１四半期末における総資産は、153億62百万円となり、前連結会計年度末と比べて４億88百万円の減少とな

りました。これは主に、売掛金の減少によるものであります。　

　負債は、126億14百万円となり、前連結会計年度末と比べて４億90百万円の減少となりました。これは主に、買掛

金の減少によるものであります。

　純資産は、27億48百万円となり、前連結会計年度末と比べて１百万円の増加となり、自己資本比率は17.9％となり

ました。

　　（３）キャッシュ・フローの状況
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　当第１四半期末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、６億52百万円となり、前連結会計年度末に

比べ２億92百万円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期における営業活動により使用した資金は、税金等調整前四半期純利益１億31百万円、売上債権の減

少５億18百万円等がありましたが、仕入債務の減少４億48百万円、たな卸資産の増加１億63百万円等により、全体

では１億96百万円の支出となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期における投資活動により使用した資金は、有形固定資産の取得による支出86百万円等により、全体

では１億89百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期における財務活動により得た資金は、借入金の返済による支出５億２百万円等がありましたが、長

期借入れによる収入６億50百万円により、全体では93百万円の収入となりました。

　　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　（５）研究開発活動

　　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設について、重要な変更はあ

りません。 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,550,000

計 2,550,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年９月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 638,874 638,874

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー

・マーケット―

「ヘラクレス」）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

計 638,874 638,874 ― ―

　（注）「提出日現在発行数」には、平成20年９月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

         された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

     旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　　 ①平成16年７月30日定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在

（平成20年７月31日）

新株予約権の数（個） 50

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  2,400

新株予約権の行使時の払込金額（円）  4,797

新株予約権の行使期間
自　平成18年８月１日

至　平成22年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　4,797

資本組入額　2,399

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」

という）は権利行使時において当社の取締役又は従業員

の地位にあること又は主要取引先であることを要するも

のとします。新株予約権者が死亡した場合は、その相続人

による権利行使は認められません。

　その他の条件については新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）平成16年12月20日付、平成18年５月１日付でそれぞれ１:２の株式分割、平成17年６月20日付で１:３の株式分割、

　　　及び平成17年12月20日付で１:４の株式分割を実施したことにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約

　　　権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後のものを記載しております。

EDINET提出書類

株式会社トーシン(E05137)

四半期報告書

 9/24



　　　 ②平成17年７月29日定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年７月31日）

新株予約権の数（個） 5,931

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 47,448

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,134

新株予約権の行使期間（注）２
自　平成17年８月17日

至　平成23年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　13,134

資本組入額 　6,567

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」

という）は権利行使時において当社の取締役又は従業員

の地位にあること又は主要取引先であることを要するも

のとします。新株予約権者が死亡した場合は、その相続人

による権利行使は認められません。

　その他の条件については新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．平成17年12月20日付で１:４の株式分割、及び平成18年５月１日付で１:２の株式分割を実施したことにより、

　　　　　新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後のもの

　　　　　を記載しております。

    　２．当社取締役２名及び主要取引先４社の行使期間は、平成17年８月17日から平成23年７月31日までであります。

　　　　　上記を除く付与対象者の行使期間は、平成19年８月１日から平成23年７月31日までであります。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年５月１日～

平成20年７月31日　
― 638,874 ― 693,858 ― 832,376

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　　　①【発行済株式】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　    6,163
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　  632,711 632,459 同上

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 　　　　　638,874 － －

総株主の議決権 － 632,459 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が252株含まれております。なお、「議

　　　　決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数252個は含まれておりません。

　

　　　②【自己株式等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年７月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社トーシン

名古屋市中区栄

３丁目４番21号
6,163 － 6,163 0.96

計 － 6,163 － 6,163 0.96

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年５月 ６月 ７月

最高（円） 6,400 7,870 6,800

最低（円） 5,730 5,820 5,550

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場におけるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年８月10日

内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年５月１日から平

成20年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※
 902,875

※
 1,128,789

売掛金 1,914,534 2,432,950

商品 684,169 662,318

販売用不動産 ※
 2,082,069 1,925,581

貯蔵品 14,250 12,902

その他 166,087 199,461

貸倒引当金 △1,558 △286

流動資産合計 5,762,426 6,361,716

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,606,497 2,584,725

減価償却累計額 △665,590 △626,846

建物及び構築物（純額） ※
 1,940,906

※
 1,957,878

土地 ※
 5,479,351

※
 5,465,339

その他 229,808 192,808

減価償却累計額 △76,202 △83,003

その他（純額） 153,605 109,805

有形固定資産合計 7,573,863 7,533,023

無形固定資産

のれん 82,679 88,005

その他 133,718 104,738

無形固定資産合計 216,398 192,744

投資その他の資産

匿名組合出資金 899,615 831,681

その他 ※
 889,946

※
 910,661

貸倒引当金 △396 △189

投資その他の資産合計 1,789,164 1,742,153

固定資産合計 9,579,426 9,467,921

繰延資産 21,006 22,203

資産合計 15,362,860 15,851,841
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年４月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,767,098 2,215,613

短期借入金 3,639,172 3,974,764

1年内償還予定の社債 44,000 44,000

未払法人税等 32,958 188,645

賞与引当金 36,802 80,424

その他 627,866 633,154

流動負債合計 6,147,897 7,136,602

固定負債

社債 632,000 632,000

長期借入金 5,575,259 5,092,084

退職給付引当金 5,522 4,059

その他 253,678 240,273

固定負債合計 6,466,460 5,968,417

負債合計 12,614,358 13,105,019

純資産の部

株主資本

資本金 693,858 693,858

資本剰余金 832,376 832,376

利益剰余金 1,272,497 1,270,855

自己株式 △43,998 △43,998

株主資本合計 2,754,734 2,753,091

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6,232 △6,270

評価・換算差額等合計 △6,232 △6,270

純資産合計 2,748,501 2,746,821

負債純資産合計 15,362,860 15,851,841
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年７月31日)

売上高 4,422,516

売上原価 3,436,732

売上総利益 985,783

販売費及び一般管理費 ※
 858,073

営業利益 127,709

営業外収益

受取利息及び配当金 1,056

広告支援金収入 14,304

ゴルフ場施設協力金 14,223

その他 7,251

営業外収益合計 36,836

営業外費用

支払利息 41,741

その他 1,347

営業外費用合計 43,088

経常利益 121,457

特別利益

固定資産売却益 10,494

特別利益合計 10,494

税金等調整前四半期純利益 131,951

法人税、住民税及び事業税 40,584

法人税等調整額 26,453

法人税等合計 67,037

四半期純利益 64,913
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 131,951

減価償却費 48,520

のれん償却額 5,325

繰延資産償却額 1,196

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,478

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,463

賞与引当金の増減額（△は減少） △43,622

受取利息及び受取配当金 △1,056

支払利息 41,741

固定資産売却損益（△は益） △10,494

売上債権の増減額（△は増加） 518,416

たな卸資産の増減額（△は増加） △163,795

その他の資産の増減額（△は増加） △29,631

仕入債務の増減額（△は減少） △448,515

未払金の増減額（△は減少） △41,473

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,688

その他の流動負債の増減額（△は減少） 15,159

預り敷金及び保証金の受入による収入 13,221

小計 38,196

利息及び配当金の受取額 945

利息の支払額 △42,862

法人税等の支払額 △192,724

営業活動によるキャッシュ・フロー △196,444

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △66,206

有形固定資産の取得による支出 △86,249

有形固定資産の売却による収入 20,000

匿名組合出資金の払込による支出 △60,000

敷金及び保証金の差入による支出 △58

敷金及び保証金の回収による収入 260

貸付金の回収による収入 3,210

投資活動によるキャッシュ・フロー △189,042

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △340,000

長期借入れによる収入 650,000

長期借入金の返済による支出 △162,417

配当金の支払額 △54,216

財務活動によるキャッシュ・フロー 93,366

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △292,120

現金及び現金同等物の期首残高 944,639

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 652,519
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

１．開示対象特別目的会社に
　関する事項の変更等

　前連結会計年度末における開示対象特別
目的会社の概要等と比較して重要な変更又
は著しい変動は認められません。

２．会計処理基準に関する事
　項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
 　　の変更
　　 たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資
産については、従来、個別法による原
価法（商品、販売用不動産）及び最終
仕入原価法による原価法（貯蔵品）
によっておりましたが、当第１四半期
連結会計期間より「棚卸資産の評価
に関する会計基準」（企業会計基準
第９号 平成18年７月５日）が適用さ
れたことに伴い、商品及び販売用不動
産は個別法による原価法（貸借対照
表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）により、貯蔵
品については最終仕入原価法による
原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）により算定しております。
　この変更に伴う損益への影響はあり
ません。

　 （2）リース取引に関する会計基準の適用
　所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、従来、賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によって
おりましたが、「リース取引に関する
会計基準」(企業会計基準第13号(平
成５年６月17日(企業会計審議会第一
部会)、平成19年３月30日改正))及び
「リース取引に関する会計基準の適
用指針」(企業会計基準適用指針第16
号(平成６年１月18日(日本公認会計
士協会 会計制度委員会)、平成19年３
月30日改正))が平成20年４月１日以
後開始する連結会計年度に係る四半
期連結財務諸表から適用することが
できることになったことに伴い、当第
１四半期連結会計期間からこれらの
会計基準等を適用し、通常の売買取引
に係る会計処理によっております。
又、所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産の減価償却
の方法については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。
　なお、リース取引開始日が適用初年
度開始前の所有権移転外ファイナン
ス・リース取引については、引き続き
通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。
　この適用に伴う損益への影響はあり
ません。　
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益

性の低下が明らかなものについてのみ、正

味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方

法によっております。

２．固定資産の減価償却費の

　算定方法

　定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

【追加情報】

　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社トーシン(E05137)

四半期報告書

18/24



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年７月31日）

前連結会計年度末
（平成20年４月30日）

※　担保資産

　担保に供されている資産で、事業の運営において重要な

ものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められるものは、次のとおりであります。

   

※　担保資産

　

定期預金 265,000千円
販売用不動産 1,925,563千円
建物 1,279,182千円
土地 2,033,463千円

定期預金 265,000千円
建物 1,242,669千円
土地 1,779,848千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。

給料及び手当 294,602千円

賞与引当金繰入額 12,368千円

退職給付費用　 1,606千円

貸倒引当金繰入額　 1,478千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年７月31日現在）
現金及び預金勘定 902,875千円
預入期間が３ケ月を超える定期預金
及び担保に供している定期預金 △250,355千円

現金及び現金同等物 652,519千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年７月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年５月１日　至　

平成20年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　638,874株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　6,163株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成20年６月13日

取締役会
普通株式 63,271 　　　100　 平成20年４月30日

平成20年７月16日

　
利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日）

　

移動体
通信関連
事業
（千円）

不動産
事業
（千円）

リゾート
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する
売上高

3,794,351 160,175 457,779 10,209 4,422,516 － 4,422,516

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － 　(－) －

計 3,794,351 160,175 457,779 10,209 4,422,516 　(－) 4,422,516

経常利益
（又は経常損失△）

167,708 59,939 61,889 △4,265 285,272 　(163,814) 121,457

　（注）１．事業の区分の方法

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業の内容

移動体通信関連事業：移動体通信機器等の販売事業・携帯電話サービス契約への加入取次等の業務受託等

不動産事業　　　　：貸しビル、マンション賃貸事業及び不動産販売事業等

 　　　　　 リゾート事業　　　：ゴルフ場の運営管理等

その他事業　　　　：フード事業

３．営業利益又は営業損失に替えて、経常利益又は経常損失を記載しております。

４．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（１）に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を

適用しております。この変更に伴う損益への影響はありません。

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日）

　海外売上高はありませんので、該当事項はありません。

（有価証券関係）

　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年７月31日）

前連結会計年度末
（平成20年４月30日）

１株当たり純資産額 4,344.01 円 １株当たり純資産額 4,341.35 円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額 102.60 円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
102.51 円

　　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（千円） 64,913

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 64,913

期中平均株式数（株） 632,711

　  

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益調整額（千円） ―

普通株式増加数（株） 541

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

２【その他】

　平成20年６月13日開催の取締役会において、平成20年４月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録さ

れた株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり金銭による剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・63,271千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・100円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成20年７月16日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年９月12日

株式会社トーシン

取締役会　御中

監 査 法 人　東 海 会 計 社

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 棚橋　泰夫　　印

 業務執行社員  公認会計士 橋渡　　徹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーシンの

平成20年５月１日から平成21年４月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年５月１日から平成20年

７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーシン及び連結子会社の平成20年７月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

　　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれていません。
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